
１　総　括
　　【注】

(1) 収支等の状況 　　　　　　１　類似団体は、財政力指数をベースに人口、面積、歳出決算額、

　　　　　　　　標準財政規模の相違率が概ね±２０％以内の下記団体

◎実質収支は、２０億９０百万円の黒字となったが、人件費をはじめとする歳出削減等に取り組んだものの、歳入の減が大きく、 　　　　　　　　山形県、徳島県、佐賀県、大分県、宮崎県

　単年度収支は７億３３百万円の赤字となった。 　　　　　　２　全国平均は、東京都を除く４６道府県の平均値

　今後、三位一体改革の中で地方交付税や国庫支出金の先行きが不透明な状況にあり、行政需要に的確に応えていくためには、 　　　　　　３　全国順位は降順

　行政運営の一層の合理化効率化を進めることが必要である。

（単位：百万円）

Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ1４ 類似団体 全国平均 全国順位

歳 入 630,785 629,235 600,448 584,108 559,522 615,338 983,988 41

歳 出 611,825 612,854 584,315 568,270 544,906 598,931 967,156 41

歳 入 歳 出 差 引 Ａ　 18,960 16,381 16,133 15,838 14,616

翌 年 度 へ 繰 越 財 源 Ｂ　 16,503 16,013 15,345 13,015 12,526

実 質 収 支 Ａ－Ｂ　 2,457 368 788 2,823 2,090

単 年 度 収 支 Ｃ　 336 ▲ 2,089 420 2,035 ▲ 733

財 調 基 金 積 立 金 Ｄ　 123 39 1,414 1,410 2,116

県 債 繰 上 償 還 額 Ｅ　

財 調 基 金 取 崩 額 Ｆ　 10,000

実 質 単 年 度 収 支 C+D+E-F=G ▲ 9,541 ▲ 2,050 1,834 3,445 1,383 453 514 10

(2) 決算諸指標の推移

◎税・交付税収入の減と公債費の増等により、経常収支比率、公債費負担比率が上昇し、財政状況の硬直化が進んでいる。

（単位：百万円、％）

Ｈ10 Ｈ11 H12 H13 H1４ 類似団体 全国平均 全国順位

標 準 財 政 規 模 286,532 288,601 297,986 288,835 275,756 283,536 469,163 39

財 政 力 指 数 0.307 0.286 0.261 0.245 0.245 0.266 0.392 41

公 債 費 負 担 比 率 17.3 18.1 20.2 20.8 22.4 23.9 21.9 20

起 債 制 限 比 率 10.6 11.6 12.4 12.4 12.2 12.1 12.6 27

経 常 収 支 比 率 87.1 84.4 84.2 86.2 87.0 88.0 91.4 37

94.1 95.5 98.1 38

※　標準財政規模：一般財源の標準的規模 ※　公債費負担比率：財政構造の弾力性を測る指標

    　（基準財政収入額－譲与税・交通安全交付金）×100/80＋譲与税・交通安全交付金＋普通交付税 　　　公債費充当一般財源/一般財源総額×１００　

※　財政力指数：財政力を示す指数（指数が高いほど財源に余裕があるものとされている） ※　起債制限比率：地方債の許可制限に係る指標

　　　基準財政収入額/基準財政需要額の３年平均 　　（元利償還金充当一般財源-交付税措置額）/（標準財政規模-交付税措置額）×１００

※　経常収支比率：財政構造の弾力性を測る指標

       　経常経費充当一般財源/経常一般財源×１００

（減税補てん債及び臨時財政対策債除き）
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２　歳　入

(1) 総　括

県税、地方交付税及び国庫支出金の減により、歳入全体では２４５億８６百万円の減少（対前年４．２％の減）となった。

◎県税は、高金利定額郵便貯金の集中満期がピークを終えたことによる県民税利子割の減及び景気低迷による法人２税の減

  により、全体では１３．６％の減となった。

◎県債は、地方交付税の臨時財政対策債への振替額の増により１３．９％の増となった。ただし、臨時財政対策債を除けば

　４．８％減となり、県債発行額の抑制に努めた。

◎地方交付税は、臨時財政対策債への振替額の増により３．１％の減となった。

　　　Ｈ　 １０ 　　　Ｈ　 １１ 　　　Ｈ　 １２

金　額 構成比 伸　率 寄与度 金　額 構成比 伸　率 寄与度 金　額 構成比 伸　率 寄与度

百万円 % % % 百万円 % % % 百万円 % % %

県 税 98,501 15.7 1.6 0.3 97,483 15.5 ▲ 1.0 ▲ 0.2 107,270 17.9 10.0 1.6

地 方 交 付 税 190,134 30.1 5.0 1.5 210,914 33.5 10.9 3.3 218,486 36.4 3.6 1.2

小　　　 計 288,635 45.9 3.9 1.8 308,397 49.1 6.8 3.1 325,756 54.3 5.6 2.8

国 庫 支 出 金 125,817 19.9 13.1 2.4 122,334 19.4 ▲ 2.8 ▲ 0.6 121,919 20.3 ▲ 0.3 ▲ 0.1

県 債 100,161 15.9 15.0 2.2 75,465 12.0 ▲ 24.7 ▲ 3.9 59,146 9.9 ▲ 21.6 ▲ 2.6

そ の 他 収 入 116,172 18.4 ▲ 9.0 ▲ 1.9 123,039 19.6 5.9 1.1 93,627 15.5 ▲ 23.9 ▲ 4.7

歳入決算額 630,785 100.0 4.4 4.4 629,235 100.0 ▲ 0.2 ▲ 0.2 600,448 100.0 ▲ 4.6 ▲ 4.6

　　　Ｈ　 １３ 　　　Ｈ　 １４

金　額 構成比 伸　率 寄与度 金　額 構成比 伸　率 寄与度 平均伸率 類似団体 全国平均 全国順位

百万円 % % % 百万円 % % % %

県 税 101,570 17.4 ▲ 5.3 ▲ 0.9 87,708 15.7 ▲ 13.6 ▲ 2.4 ▲ 2.7 93,075 249,585 42

地 方 交 付 税 206,822 35.4 ▲ 5.3 ▲ 1.9 200,381 35.8 ▲ 3.1 ▲ 1.1 1.3 197,128 235,170 31

小　    計 308,392 52.8 ▲ 5.3 ▲ 2.9 288,089 51.5 ▲ 6.6 ▲ 3.5 ▲ 0.0 290,203 484,755

国 庫 支 出 金 120,538 20.6 ▲ 1.1 ▲ 0.2 104,554 18.7 ▲ 13.3 ▲ 2.7 ▲ 4.2 113,137 169,860 38

県 債 63,063 10.8 6.6 0.7 71,853 12.8 13.9 1.5 ▲ 7.1 97,866 154,893 45

そ の 他 収 入 92,115 15.8 ▲ 1.6 ▲ 0.3 95,026 17.0 3.2 0.5 ▲ 4.6 114,132 174,480

歳入決算額 584,108 100.0 ▲ 2.7 ▲ 2.7 559,522 100.0 ▲ 4.2 ▲ 4.2 ▲ 2.8 615,338 983,988 41

１４年度比較指数
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(2) 県 税 等

平成１４年度の税収は、県民税利子割の大幅減に加え、法人２税をはじめ全体的に伸び悩み、税合計及び実質収入ともに減少した。

◎法人２税は、大口法人で電気供給関係法人と小売業法人で増収となったものの、石油製品製造業法人、化学関連法人等で

　減収となり、景気の低迷を反映し全体で７．８％の減となった。

◎個人県民税は、景気の低迷により個人所得が低下したため、減収傾向で推移している。

◎県民税利子割は、高金利定額郵便貯金の集中満期がピークを終えたことによる、引き続き大幅な減収となった。

　　　Ｈ　　10 　　　Ｈ　　11 　　　Ｈ　　12

金　額 構成比 伸　率 寄与度 金　額 構成比 伸　率 寄与度 金　額 構成比 伸　率 寄与度

百万円 % % % 百万円 % % % 百万円 % % %

法 人 ２ 税 25,648 26.0 ▲ 19.1 ▲ 6.2 24,530 25.2 ▲ 4.4 ▲ 1.1 24,268 22.6 ▲ 1.1 ▲ 0.3

個 人 県 民 税 15,658 15.9 ▲ 16.0 ▲ 3.1 16,346 16.8 4.4 0.7 15,887 14.8 ▲ 2.8 ▲ 0.5

県 民 税 利 子 割 2,842 2.9 ▲ 27.1 ▲ 1.1 3,240 3.3 14.0 0.4 15,963 14.9 392.7 13.1

地 方 消 費 税 18,813 19.1 246.8 13.8 18,015 18.5 ▲ 4.2 ▲ 0.8 18,428 17.2 2.3 0.4

そ の 他 の 税 35,540 36.1 ▲ 4.6 ▲ 1.8 35,352 36.3 ▲ 0.5 ▲ 0.2 32,724 30.5 ▲ 7.4 ▲ 2.7

税   合   計 98,501 100.0 1.6 1.6 97,483 100.0 ▲ 1.0 ▲ 1.0 107,270 100.0 10.0 10.0

　　　Ｈ　　13 　　　Ｈ　　1４

金　額 構成比 伸　率 寄与度 金　額 構成比 伸　率 寄与度 平均伸率

百万円 % % % 百万円 % % % %

法 人 ２ 税 23,397 23.0 ▲ 3.6 ▲ 0.8 21,583 24.6 ▲ 7.8 ▲ 1.8 ▲ 4.0

個 人 県 民 税 15,394 15.2 ▲ 3.1 ▲ 0.5 14,572 16.6 ▲ 5.3 ▲ 0.8 ▲ 1.7

県 民 税 利 子 割 12,310 12.1 ▲ 22.9 ▲ 3.4 3,835 4.4 ▲ 68.8 ▲ 8.3 8.7

地 方 消 費 税 18,327 18.0 ▲ 0.5 ▲ 0.1 16,574 18.9 ▲ 9.6 ▲ 1.7 ▲ 3.0

そ の 他 の 税 32,142 31.6 ▲ 1.8 ▲ 0.5 31,144 35.5 ▲ 3.1 ▲ 1.0 ▲ 3.1

税   合   計 101,570 100.0 ▲ 5.3 ▲ 5.3 87,708 100.0 ▲ 13.6 ▲ 13.6 ▲ 2.7
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３　歳　出

◎人件費は、給与改定（給与改定率△２．０６％、期末手当の引き下げ（０．０５月）等）や職員の給与カット（管理職△２％、

　その他の職員△１％）等抑制に努めた結果０．８％の減となった。

◎公債費は、平成9年度許可債及び平成10年度許可債の償還開始により２．２％の増となった。

◎投資的経費は、繰越事業費の減少や事業費の抑制により１４．２％の減となった。

　　　Ｈ　　10 　　　Ｈ　　11 　　　Ｈ　　12

金　額 構成比 伸　率 寄与度 金　額 構成比 伸　率 寄与度 金　額 構成比 伸　率 寄与度

百万円 % % % 百万円 % % % 百万円 % % %

254,724 41.6 3.6 1.5 265,322 43.3 4.2 1.7 272,336 46.6 2.6 1.1

人 件 費 178,548 29.2 0.7 0.2 179,944 29.4 0.8 0.2 180,218 30.8 0.2 0.0

扶 助 費 13,812 2.3 2.2 0.0 14,285 2.3 3.4 0.1 14,521 2.5 1.7 0.0

公 債 費 62,364 10.2 13.2 1.2 71,093 11.6 14.0 1.4 77,597 13.3 9.1 1.1

357,101 58.4 4.3 2.5 347,532 56.7 ▲ 2.7 ▲ 1.6 311,979 53.4 ▲ 10.2 ▲ 5.8

投 資 的 経 費 231,250 37.8 8.4 3.0 199,559 32.6 ▲ 13.7 ▲ 5.2 175,201 30.0 ▲ 12.2 ▲ 4.0

う ち 普 建 補 108,981 17.8 14.6 2.4 108,153 17.6 ▲ 0.8 ▲ 0.1 101,146 17.3 ▲ 6.5 ▲ 1.1

う ち 普 建 単 97,517 15.9 ▲ 4.5 ▲ 0.8 70,067 11.4 ▲ 28.1 ▲ 4.5 56,068 9.6 ▲ 20.0 ▲ 2.3

611,825 100.0 4.0 4.0 612,854 100.0 0.2 0.2 584,315 100.0 ▲ 4.7 ▲ 4.7

　　　Ｈ　　13 　　　Ｈ　　1４

金　額 構成比 伸　率 寄与度 金　額 構成比 伸　率 寄与度 平均伸率 類似団体 全国平均 全国順位

百万円 % % % 百万円 % % % %

272,785 48.0 0.2 0.1 272,473 50.0 ▲ 0.1 ▲ 0.1 1.7 266,654 459,570 35

人 件 費 178,950 31.5 ▲ 0.7 ▲ 0.2 177,460 32.6 ▲ 0.8 ▲ 0.3 ▲ 0.2 162,059 303,123 35

扶 助 費 15,690 2.8 8.1 0.2 15,121 2.8 ▲ 3.6 ▲ 0.1 2.4 16,389 26,529 36

公 債 費 78,145 13.8 0.7 0.1 79,892 14.7 2.2 0.3 7.0 88,206 129,918 36

295,485 52.0 ▲ 5.3 ▲ 2.8 272,433 50.0 ▲ 7.8 ▲ 4.1 ▲ 5.9 332,277 507,586

投 資 的 経 費 159,510 28.1 ▲ 9.0 ▲ 2.7 136,784 25.1 ▲ 14.2 ▲ 4.0 ▲ 10.2 186,529 244,489 45

う ち 普 建 補 89,717 15.8 ▲ 11.3 ▲ 2.0 80,038 14.7 ▲ 10.8 ▲ 1.7 ▲ 6.6 96,983 125,339 41

う ち 普 建 単 48,725 8.6 ▲ 13.1 ▲ 1.3 41,158 7.6 ▲ 15.5 ▲ 1.3 ▲ 14.4 67,335 86,575 46

568,270 100.0 ▲ 2.7 ▲ 2.7 544,906 100.0 ▲ 4.1 ▲ 4.1 ▲ 2.7 598,931 967,156 41

1４年度比較指数

義　務　的　経　費

政　策　的　経　費

歳　出　決　算　額

義　務　的　経　費

政　策　的　経　費

歳　出　決　算　額
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４　県　債

◎臨時財政対策債への振替額が増加したものの、投資的経費の抑制等により県債残高の伸び率は１．３％となった。

Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14

類似団体 全国平均 全国順位

 (百万円) 630,065 654,694 655,607 658,387 666,919 864,905 1,449,427 44

伸 率 (%) 10.2 3.9 0.1 0.4 1.3

(千円/人) 575 598 603 608 618 810 581 26

(%) 219.9 226.9 220.0 227.9 241.9 305.0 308.9 45

(百万円) 100,161 75,465 59,146 63,063 71,853 97,866 154,893 45

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 (百万円) － － － 10,338 21,646 22,250 27,971 37

(百万円) 62,364 71,093 77,597 78,145 79,892 88,206 129,918 36

う ち 元 金 償 還 額 (百万円) 41,795 50,837 58,233 60,283 63,321

５　基　金

◎市町村合併に伴う財政需要に対する特例交付金の創設に向け地域振興基金への積立等により、その他特定目的基金の残高は

　２２億９５百万円増加し、３６５億１１百万円となった。

Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ1４

類似団体 全国平均 全国順位

 (百万円) 4,685 4,724 6,138 7,548 9,665 10,417 7,148 15

 (百万円) 39,349 32,774 31,236 28,499 27,872 34,988 29,931 26

　　　小　　　計 44,034 37,498 37,374 36,047 37,537 45,405 37,079

 (百万円) 24,624 26,426 29,365 34,216 36,511 31,210 45,797 29

　　　　　計 68,658 63,924 66,739 70,263 74,048 76,615 82,876 23

 (百万円) 17,850 17,850 17,850 17,850 17,850

 (百万円) 1,519 1,517 1,518 1,525 1,519

　　　小　　　計 19,369 19,367 19,368 19,375 19,369

　　　合　　　計 88,027 83,291 86,107 89,638 93,417

Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ1４

類似団体 全国平均 全国順位

36 30 29 26 26 33 12 13

(%) 6.2 5.0 4.8 4.3 4.2 4.0 2.1 9

県 民 一 人 当 た り 県 債 管 理 基 金 残 高 ( 千 円 / 人 )

県 債 管 理 基 金 / 県 債 残 高

そ の 他 定 額 運 用 基 金 等

県 債 管 理 基 金

そ の 他 特 定 目 的 基 金

土 地 開 発 基 金

財 政 調 整 基 金

１4年度比較指数

県 債 発 行 額

県 債 残 高

１４年度比較指数

県民一人当たり県債残高

１４年度比較指数

県 債 残 高 / 標 準 財 政 規 模

公 債 費
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